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（8） 理事長専決事項

第1号 令和6年度新規保健事業（案）

第2号 組合規程の新設及び一部改正（案）
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第4号 滞納事業所における健康保険料等の不納欠損処分（案）

第5号 介護保険料率の引き下げ及び組合規約の一部改正（案）

第6号 令和6年度事業計画（案）

第7号 令和6年度予算（案）
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報告事項（1）－ ①

－1－

適 用 状 況

※各グラフは当年度含む過去3ヵ年の月別推移状況

【主要基礎項目推移状況】 ※各グラフ内の数値は当年度を表記

名 名
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名 名
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％ ％

2.518 2.375

名 名

4,623 4,573

事 業 所 数

被 保 険 者 数
（免除者除く）

被 保 険 者
平 均 年 齢

平 均 標 準
報 酬 月 額

標 準 賞 与 額
総 額

104,772 110,028

歳 歳

1,239,161

43.78 43.13

383,700

808

前 期 高 齢 者
加 入 率

被保険者1人
当 り の
標 準 賞 与 額

被 扶 養 者 数

被保険者1人
当 り の
被 扶 養 者 数

前 期
高 齢 者 数

千円 千円

137,373,714 135,154,089

名 名

円 円

397,146

円 円

1,275,167

令和5年度
12月末現在

令和4年度
12月末現在

社 社

800
109,077名

113,328名

113,276名

107,549名

106,964名

106,446名

105,947名

105,063名

104,875名

104,772名

95,000人

100,000人

105,000人

110,000人

115,000人

３月末 ４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末

被保険者数 推移状況 令和3年度 令和4年度 令和5年度

384,206円
381,764円

381,722円
385,425円

388,847円
390,531円

395,178円

394,919円

397,183円
397,146円

350,000円

360,000円

370,000円

380,000円

390,000円

400,000円

３月末 ４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末

平均標準報酬月額 推移状況 令和3年度 令和4年度 令和5年度

65,720円 95,254円

117,204円

431,283円

707,491円
721,464円

737,444円
744,619円

750,037円

1,275,167円

0円

400,000円

800,000円

1,200,000円

1,600,000円

３月末 ４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末

1人当り賞与累計額 推移状況 令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度予算 107,700名

令和5年度予算 378,300円

令和5年度予算 1,228,300円



報告事項（1）－ ②

－2－

現金給付費の推移状況

□令和5年度支払状況

合
計

（再掲）傷病手当金

（再掲）傷病手当金のうちコロナ感染症

□現金給付費　被保険者1人当り月別推移状況 □傷病手当金　被保険者1人当り月別推移状況

※各グラフは当年度含む過去3ヵ年の月別推移状況 ※各グラフ内の数値は当年度のみ表記

19,472,033円 179円 35,541,398円 322円 54.8%

115.7%105.0% 107.1% 119.8%

55.6% 278.4% 268.9%

19,640円

1,217,569,472円 11,248円 1,159,095,316円 10,498円

1人当り
現金給付費 現金給付費 1人当り 現金給付費 1人当り1人当り

令和4年度合計

現金給付費 1人当り

20,743円2,244,974,511円 2,168,740,426円 103.5% 105.6% 106.5% 102.8%
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4月～12月分
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4月～12月分

前年度比
令和3年度合計

令和4-3年度比

現金
給付費

1人当り
現金

給付費

2,831,152,298円 26,534円

1,378,229,827円 12,908円

17,121,570円 161円

3,014,838,953円 27,288円

1,650,587,236円 14,938円

47,664,326円 433円

1,540円

2,168円

2,533円
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－3－

診療費の推移状況 報告事項（1）－ ③

□令和5年度支払状況

□診療費推移状況 □前期高齢者診療費推移状況

□被保険者1人当り診療費推移状況 □前期高齢者1人当り診療費推移状況

※各グラフは当年度含む過去3ヵ年の月別推移状況 ※各グラフ内の数値は当年度のみ表記

令和5年度
3月～11月請求分

令和4年度
3月～11月請求分

令和5-4年度比 令和3年度 令和4-3年度比令和4年度

211,515円

(232,414円) (111.1%) (108.5%) (1,479,079,019円) (347,165円)(341,893円)

24,930,573,429円 226,570円

(98.5%)

107.1%

1人当り 診療費 1人当り

合
計

(1,136,335,259円) (252,180円) (1,022,375,788円)

19,498,467,906円 178,957円 18,553,616,994円 110.6%

(102.9%)

168,957円

（再掲）コロナ感染症

256,631,848円 2,354円

1人当り 診療費

105.1% 105.9% 22,532,150,033円

診療費 1人当り 診療費 1人当り 診療費 診療費 1人当り

(1,522,340,092円)

※上段（）内は前期高齢者診療費（3月～10月請求分）

4,516円 166.4% 161.1%588,632,270円 5,359円 43.6% 43.9% 481,078,206円800,632,040円 7,275円

23.5億円

21.2億円

21.8億円

21.5億円

22.1億円

21.8億円
21.5億円

21.3億円

20.3億円

1,000,000,000円

1,200,000,000円

1,400,000,000円

1,600,000,000円

1,800,000,000円

2,000,000,000円

2,200,000,000円

2,400,000,000円

2,600,000,000円

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

令和3年度 令和4年度 令和5年度
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35,000円
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－4－

保養施設・体育奨励施設利用実施状況報告事項（1）－ ④

□令和5年度実施状況

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

面 面 ％ 面 面 ％

面 面 ％ 面 面 ％

名 名 ％ 名 名 ％
（スポーツ施設：へるすぴあ、ルネサンス、コナミ、ＮＡＳ、ＪＯＹＦＩＴ、メガロス）

588.0 334.9

1,047.5 275.1

ス ポ ー ツ 施 設 23,893 19,555 122.2 26,771 20,669 129.5

合計 2,367.0 2,534.0 93.4 2,882.0

6,084 195.1

53.1

大
宮

野 球 場 981.0 913.0 107.4 913.0 459.5 198.7

テ ニ ス コ ー ト 1,386.0 1,621.0 85.5 1,969.0

そ
の
他

小計 7,628 5,914 129.0

133.7契 約 保 養 所 7,016 5,249

合計 11,992 8,746 137.1 11,868

7,190

8,000 5,010 159.7

4,325 166.2

557 133.2

128

借 上 保 養 所 554 606 91.4 742

他 健 保 保 有 保 養 所 58 59 98.3 68

1,074 360.13,868

3,868 1,074 360.1

直
営

オレンジドームゆがわら 4,364 2,832 154.1

小計 4,364 2,832 154.1

令和5年度
4月～12月

令和4年度
4月～12月

前年度比
令和4年度

決算
令和3年度

決算
令和4-3年度比
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令和5年度
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－5－

健診実施状況 報告事項（1）－ ⑤

□令和5年度実施状況

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

名 名 ％ 名 名 ％

％ ％

社 社 ％ 社 社 ％

被
扶
養
者

婦 人 健 診 関 係

家 族 健 診

4社 72名訪 問 型 集 団

訪 問 型 口 腔 衛 生 セ ミ ナ ー

130

8社 223名

0

152

109,399

4,190

2,941

94

4,478

87.1

150.0

93.6

97.7

120.0

0.0

合計

85.5

4社 72名 309.7

0 0.0

170

0

歯

科

健

診

通 院 型

64,148 103.666,450

99.6

104.3

103.0

23,702

16,435

2,347

59,670

174

1社 60名

37,845

104.827,341

令和4年度 令和4-3年度比

被
保
険
者

小計

人 間 ド ッ ク

人 間 ド ッ ク

定 期 健 康 診 断

生 活 習 慣 病 健 診

令和5年度
4月～12月

令和4年度
4月～12月

前年度比

17,186 102.9

2,338

62,260

1,486 1,443

17,689

25,681

16,552

108.3

100.7

96.7

8,958

103,960

5,933

217

9,216

3,858

100,183

3,066

0

令和3年度

26,080

36,402

28,374

4,146

95,002

2,645

6,133

180

婦 人 健 診 関 係

小計

2,563

141 120.6

102.9

105.2

104.0

93.1

105.5

31,139 109.7

115.9



－6－

健康推進事業実施状況報告事項（1）－ ⑥

【令和5年12月末日現在】

□特定健康診査等実施結果

□健康企業宣言実施事業所 □健康経営優良法人認定制度実施事業所

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

社 名 社 名 ％ ％ 社 名 社 名 ％ ％

※グラフは令和4年度から過去5ヵ年の推移状況

119

126

0

139

140

≪総数≫認定数（中小企業部門） ≪総数≫認定数（大企業部門）

15社 11社

1

76.8 93.8

- -

100.4 129.0 563 143.0 132.0266 186

115.3 127 636.4 263.066.4 334

743

22

合 計 229 788 228 611

小 計 93 384 140 333

- - 12 100.0 25.0

18

1

331

3禁煙チャレンジ健康教室 0 0 1 3

健 保 主 催 健 康 教 室 93 384 139 330 116.4 58 772.2 570.766.9

57 0.0 0.0

436

- 0

164

20

389

事 業 所 訪 問 健 康 教 室 0 0 0 0

小 計 136 404 88 278

- -

145.3154.5 164

3

409

0

7

≪5年度≫宣言事業所数 ≪総数≫宣言事業所数 銀の証 認定数 金の証 認定数

令和4年度 令和3年度

□令和4年度訪問（オンライン）事業実施結果

特 定 保 健 指 導 117 345 88 278

担 当 者 面 談 訪 問 19 59 0 0

133.0 124.1 436 72.6 89.2

- 0

□令和5年度訪問（オンライン）事業実施状況

令和5年4～12月 令和4年4～12月 前年比 前年比

17社 87社 43社 0社

令和4年度（実績） 令和3年度（実績） 令和2年度（実績） 令和元年度（実績） 平成30年度（実績）

特 定 保 健 指 導 14.5% 9.7% 9.4% 11.6% 10.0%

特 定 健 康 診 査 78.5% 76.1% 74.0% 76.2% 75.6%

75.6%
76.2%

74.0%

76.1%

78.5%

10.0%
11.6%

9.4% 9.7%

14.5%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

平成30年度（実績） 令和元年度（実績） 令和2年度（実績） 令和3年度（実績） 令和4年度（実績）

特定健康診査・特定保健指導 実施推移状況 特定健康診査 特定保健指導



－7－

令和5年度 収入支出状況 報告事項（1）－ ⑦

円 円

1. 39,390,473,828 予算に対し 67.6% 収 入 1. 467,926,319 予算に対し 62.1% 支 出

一 般 保 険 料 39,369,017,278 5年3月分～11月分 2. 1,193,530 予算に対し 37.0% 支 出

予算に対し 67.6% 収 入

国 庫 負 担 金 収 入 21,456,550 3. 19,708,495,337 予算に対し 65.2% 支 出

2. 548,013,342 5年3月分～11月分 療 養 給 付 費 17,463,520,826 5年3月分～10月分

予算に対し 67.5% 収 入 予算に対し 65.3% 支 出

3. 1,845,796,000 現 金 給 付 費 2,244,974,511 5年4月分～12月分 現金給付費

予算に対し 64.1% 支 出

4. 0 4. 16,990,883,338 予算に対し 67.7% 支 出

5. 0 5. 1,452,905,845 予算に対し 42.7% 支 出

6. 0 6. 4,654,369 予算に対し 68.6% 支 出

7. 337,061,900 予算に対し 89.4% 支 出 7. 19,805,448 予算に対し 33.6% 支 出

8. 139,063,894 予算に対し 168.9% 収 入 8. 432,313,982 予算に対し 53.3% 支 出

利 子 収 入 280,081 予算に対し 54.0% 収 入 9. 21,830,728 予算に対し 95.0% 支 出

施 設 利 用 料 22,966,000 予算に対し 67.4% 収 入 10. 0

返 納 金 6,146,595 過年度における保険給付金 11. 826,800 予算に対し 27.7% 支 出

過誤払いに関する返納金

不用財産等売払代 83,700,000

そ の 他 25,971,218 第三者行為による求償収入金

等その他の雑収入

42,260,408,964 円 予算に対し 68.8% 39,100,835,696 円 予算に対し 63.7%

納 付 金

積 立 金

特定健康診査等事業
収 入

繰 越 金

繰 入 金

国 庫 補 助 金 収 入

雑 収 入

診療費

組 合 会 費

科　　　　　目 金　　　　額

調 整 保 険 料 収 入

備　　　　　　考

事 務 所 費

科　　　　　目金　　　　額 備　　　　　　考

令和5年12月末日現在

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

支出合         計 合         計

令和 5年 12月末日 収支残高 3,159,573,268 円

収入

一 般 勘 定

健 康 保 険 収 入

財政調整事業交付金

保 険 給 付 費

保 健 事 業 費

財政調整事業拠出金

連 合 会 費

営 繕 費

雑 支 出

還 付 金
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円 円

1. 5,250,266,837 5年3月分～11月分 介護保険料 1. 5,207,723,443 予算に対し 66.7% 支 出

予算に対し 70.2% 収 入

2. 537,926,000 予算に対し 100.0% 収 入 2. 615,585 予算に対し 60.4% 支 出

3. 11,821 予算に対し 28.1% 収 入

利 子 収 入 8,781 予算に対し 24.4% 収 入

雑 入 3,040 予算に対し 50.7% 収 入

5,788,204,658 円 予算に対し 72.2% 5,208,339,028 円 予算に対し 65.0%

令和5年12月末日現在

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

介 護 勘 定

備　　　　　　考

円

収入 支出

科　　　　　目 金　　　　額 備　　　　　　考 科　　　　　目 金　　　　額

介 護 保 険 収 入 介 護 納 付 金

繰 越 金 還 付 金

雑 収 入

令和 5年 12月末日 収支残高 579,865,630

合         計 合         計



令和5年度収入支出決算見込 報告事項（2）
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単位：千円

60,263,183 63,602,903 61,415,541 支 出 合 計

過　不　足

60,486,844 59,376,785 経 常 収 入 合 計 58,371,242 2,115,602 

61,415,541 

△ 168,104 

△ 1,152,358 

2,283,706 

3,339,720 

59,544,889 

収 入 支 出 差 引 額 3,339,720 0 

経 常 収 入 支 出 差 引 額 1,110,059 △ 1,173,647 

決算見込額 予　算　額

収 入 合 計

経 常 支 出 合 計

2,187,362 

0 1,000,000 △ 1,000,000 12. 予 備 費

22,986 9. 連 合 会 費

19,000 

11. 雑 支 出

積 立 金

2,980 1,282 

19,000 

21,831 

10.

7. 財 政 調 整事 業交 付金 377,000 58,995 

8. 雑 収 入

7. 営 繕 費

811,563 154,988 

337,062 

72,640 839,322 

46,988 

財 政 調 整事 業拠 出金82,348 8.

△ 39,938 

6.
特 定 健 康 診 査 等
事 業 収 入

保 健 事 業 費13,174 5.

0 △ 3 6,403 6,785 3 6. 還 付 金

3,170,244 5. 国 庫 補 助 金 収 入

4. 納 付 金

3,399,586 9,306 

56,390 

△ 3,868 

4. 繰 入 金 56,390 25,107,438 25,486,219 

30,229,590 29,999,988 1,845,796 3. 保 険 給 付 費 △ 229,602 

過　不　足

0 

0 

決算見込額

3. 繰 越 金

組 合 会 費811,563 2.

1,845,796 

839,166 1,744 

670,162 

一 般 勘 定

60,360,195 753,388 

2. 調 整 保 険 料 収 入

1. 事 務 所 費

3,230 

1.

収 入 支 出

科 目 予　算　額 科 目 予　算　額決算見込額

健 康 保 険 収 入 58,229,267 

27,603 

2,130,928 

過　不　足

令和5年12月末現在

△ 1,486 

△ 1,698 

0 

△ 1,155 

27,759 

△ 12,007 

△ 382 

△ 229,342 

378,781 

△ 83,226 
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令和5年度末 財産保有見込状況（一般勘定分）

準備金保有率の見込状況

令 和 4 年 度 末 令 和 5 年 度 末

単位：％

準 備 金 保 有 率 463.12 445.13

土 地 678,075

備 品 等 25,532

建 物 637,510

準 備 金 0

別 途 積 立 金 0

繰 越 金 3,335,720

財 政 調 整 事 業 繰 越 金

決算残金処分予定額

種 別 金 額

その他の財産保有見込状況

種 別 金 額

単位：千円 単位：千円

4,000

合 計 3,339,720

令和 5年度中の減少額

合 計

令和 5年度中の増加額

1,341,117

準備金・別途積立金の保有見込状況

令和 5年度末予定残高

単位：千円

0 29,314,231

令 和 4 年 度 末 残 高

0

準 備 金 29,314,231 0

0 29,314,231

別 途 積 立 金 0 0 0

合 計 29,314,231 0
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令和5年度収入支出決算見込

単位：千円

816,071 

収 入 合 計 8,628,509 △ 200,166 

決算見込額 予　算　額 過　不　足

収 入 支 出 差 引 額

816,071 0 

8,012,604 8,012,604 615,905 支 出 合 計 7,812,438 

△ 200,000 

2. 繰 越 金 537,926 

200,000 42 △ 4 3. 予 備 費 0 3. 雑 収 入 38 

1,020 △ 165 還 付 金 855 537,926 0 2.

1.

科 目 決算見込額 予　算　額 過　不　足 科 目 決算見込額

介 護 保 険 収 入 8,090,545 7,474,636 615,909 1. 介 護 納 付 金 7,811,583 

過　不　足予　算　額

7,811,584 △ 1 

収 入 支 出

介 護 勘 定
令和5年12月末現在
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令和5年度末 財産保有見込状況（介護勘定分）

準 備 金 保 有 率

（ 介 護 勘 定 再 掲 ）

準備金保有率の見込状況

令和 5年度中の増加額令和 5年度中の減少額

令 和 5 年 度 末

432.21

令 和 4 年 度 末

365.08

単位：％

準備金の保有見込状況

令和 5年度末予定残高

準 備 金 2,555,436

令 和 4 年 度 末 残 高

2,009,125 0 546,311

単位：千円

決算残金処分予定額

種 別

合 計

準 備 金

繰 越 金

金 額

546,311

269,760

816,071

単位：千円
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健康保険料等滞納状況 報告事項（3）

単位：円

一般保険料 調整保険料 介護保険料 延滞金

－ － 0 滞納事業所なし

前年度同時期

1件　￥3,255,830-

1,600,672 25,896 30,400 0 1,656,968

前年度同時期

1件　￥1,656,968-

前年度同時期

2件　￥4,912,798-

※「全喪事業所」＝事業の廃止、解散、合併等により当健保組合から脱退した事業所


健康保険料等滞納状況

令和6年1月31日現在

記号 事業所名
滞納金額

合計 備考

全

喪

事

業

所

1324 ㈱サンライフ興業 元本H30.3残～H30.7

H30. 8.27 認定全喪

0 0

現

存

事

業

所 小計 事業所数　0 0 0 0

総計 事業所数　1 1,600,672 25,896 30,400 0 1,656,968

※差押解除の翌日から 2年間の時効成立を待ち不納欠損予定（R6.2.1予定）

0 1,656,968小計 事業所数　１ 1,600,672 25,896 30,400



マイナンバーカードと保険証の一体化及び保険証廃止に係る対応報告事項（4）
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マイナンバー等にかかるこれまでの取り組みと現状

マイナンバー等に係るこれまでの取り組みでは、他人との紐付け誤り疑い等に対する再点検（令和5年6月）や、マイナンバーの未提

出に対する提出督促の対応（令和5年11月）、これらに必要となる資格取得届等へのマイナンバーの記載義務（令和5年6月1日）や住

民票住所の必須記載（令和5年12月8日）など各省令改正の対応を実施してきました。

また現在は、住民基本台帳（J-LIS）との全件チェックを実施し、5情報（漢字氏名、カナ氏名、生年月日、性別、住所）の一部が一

致せず、目視確認できない者に関しては、事業所様に「登録データの確認（依頼）」通知を送付し、正確なマイナンバー等登録情報の

確保に向けて取り組んでいます。

＜参考1＞マイナ保険証の登録状況

R5/7
時点

R5/10
時点

R6/1
時点

健保組合
の平均

52.6％ 58.8％ 59.0％

電機健保 53.5％ 58.0％ 60.8％

＜参考2＞マイナ保険証の利用率

（制度別） マイナ保険証利用率

全国健康保険協会 4.23％

健康保険組合 4.14％

市町村国保 5.76％

国民健康保険組合 4.80％

共済組合 4.54％

後期高齢者医療広域連合 2.89％

計 4.16％

マイナンバーカードと保険証の一体化・保険証廃止にかかる今後の動向

健康増進や切れ目のない質の高い医療の提供に向け、医療分野のデジタル化、いわゆる

医療ＤＸを推進するため、保健情報や医療情報の利活用を横断的に検討するなど、制度の

構築に向けた取り組みが進められています。

この医療ＤＸの枠組みとして、マイナンバーカードと保険証の一体化および保険証廃止

が実施され、各医療機関等における健康保険の資格確認は、マイナンバーカードによって

オンラインで行われるものとなります。

この保険証の廃止日が令和6年12月2日（月）とすることが公布されました。

（「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の一部

を改正をする法律）

健康保険組合では、この保険証廃止を受けて、更なるマイナンバー等正確な登録情報の

確保等が求められることから、

①全加入者への「資格情報のお知らせ」および「加入者情報の確認（マイナンバーの下４

桁）」通知の実施（令和6年春以降）と、

②マイナンバーカードの取得、マイナンバーカードの保険証利用登録（参考1）、マイナ

ンバーカード（マイナ保険証）の利用率（参考2）向上に向けた積極的な広報活動など

マイナンバーカードと保険証の一体化および保険証の廃止に向けて、取り組んでいきます。
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保険証廃止に伴う具体的対応

令和6年12月2日（月）に健康保険法施行規則等の一部が改正され、マイナンバーカードと保険証の一体化および保険証が廃止となります。

この改正に伴う具体的な対応を以下にご報告します。

制度の概要

今回の制度改正では、保険証が令和6年12月2日（月）に廃止された以降は、新たに健康保険組合に加入する被保険者、被扶養者に対し

ては保険証は交付しません。

また、医療機関等窓口における健康保険等の資格確認では、マイナンバーカード（以下、「マイナ保険証」と称す。）が利用され、保

険証は利用できなくなります。（現在の保険証利用には経過措置が設けられており、廃止後1年間は有効となります。）

なお、保険証廃止後は、マイナ保険証によるオンライン資格確認を基本としつつ、オンライン資格確認を受けることができない状況に

ある者については、「資格確認書」により健康保険の資格確認が行われ、原則、本人の申請に基づき交付することとしますが、当分の間、

マイナ保険証を保有していない者等については、本人の申請によらず、保険者（健康保険組合）が職権にて交付します。

さらに、保険証廃止後については、加入者がご自身の被保険者記号、番号、枝番を簡易に把握できるよう、全加入者に「資格情報のお

知らせ」を通知します。

この「資格情報のお知らせ」については、健康保険組合への保険給付の申請や、健康診断のお申込み、保養施設等の利用申請など、各

種申請の際に必要となる被保険者資格（被保険者記号、番号、枝番等）を確認するものとなります。

なお、オンライン資格確認を導入していない医療機関等では、このお知らせとマイナンバーカードを併せて提示することにより、健康

保険の資格確認が行われます。

「保険証」の取り扱い

保険証の交付 令和6年12月2日（月）以降は、保険証交付は行わない

保険証の有効期間 保険証廃止後の有効期間は1年間

保険証の回収
原則、回収は行わない
（ただし、保険証の有効期間は1年間となり、この1年の間に資格の異動が発生し、途中で喪失等が発生した
者は、不正利用等防止の観点から、保険証の回収は行う）
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「資格確認書」の取り扱い

保険証廃止後は、マイナンバーカードを紛失した場合や更新中の方、介護が必要な高齢者や乳幼児などの子供、マイナンバーカード

により、医療機関等でオンライン資格確認を受けることができない状況にある者に対しては、「資格確認書」を交付し被保険者資格を

確認することとされます。

資格確認書の様式
携帯しやすいサイズ等を考慮し、現在の保険証と同等のサイズ（カード型）
材質はプラスチックに拘らず、耐久性などを考慮した材質を選択

資格確認書の申請・交付
原則、本人の申請に基づき速やかに交付
（ただし、当分の間、マイナ保険証を保有していない者、その他保険者が必要と認めた者については、本
人の申請によらず交付）

資格確認書の有効期間
一律の有効期間とはせず、「短期」「1年間」「3年後の一定の期日」など、
必要に応じて設定することを検討中

資格確認書の記載事項

氏名、性別、生年月日、被保険者記号、番号、枝番、保険者番号、保険者名称、資格取得年月日、交付年
月日、有効期限 （住所は裏面に自署可能な欄を設ける）

※高齢受給者証、限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証、特定疾病療養受療証の情報記
載については、「任意記載事項」として保険者の判断で追加することも可能とされたが、今後のマイナ保
険証の取得、利用促進など総合的に判断し、現行の申請および交付手続きによる方式で検討中

「資格情報のお知らせ」の取り扱い

資格情報のお知らせの

主な使用用途

①健保組合への保険給付の申請、健康診断のお申込み、保養施設の予約など、各種申請をする際に使用
②オンライン資格確認を導入していない医療機関等において、この「資格情報のお知らせ」とマイナン
バーカードを併せて提示することにより、健康保険の資格確認の実施

資格情報のお知らせの様式 用紙（Ａ４版）

資格情報のお知らせの交付 加入者全員へ交付

この「資格情報のお知らせ」は、マイナ保険証の保有の有無に関わらず、ご自身の被保険者資格情報を簡易に把握できるよう、新規

に加入する全ての加入者に通知します。

また、令和6年春以降、全ての方に安心してマイナンバーカードを保険証として利用いただけるよう、このお知らせとともに、健保

組合が把握している加入者情報（マイナンバー下4桁）を併記し、登録情報の最終確認を実施します。
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検討中の課題や、「資格確認書」の有効期間、全加入者への「資格情報のお知らせ」通知など、詳細な取り扱いについ

ては、決定次第、都度ご案内するとともに、令和6年7月に開催予定の組合会でも、経過状況等をご報告いたします。

また、現在のマイナ保険証の登録状況および利用率（14ページの参考2の表）を踏まえ、厚生労働省では、令和6年度よ

り総合評価指標に、マイナ保険証の利用率50％以上のインセンティブを設けるなど、マイナ保険証の利用率向上に向けた

あらゆる対応を実施し、これらの対応策によって、マイナンバーカードと保険証の一体化および保険証廃止に向けた積極

的な対応が推し進められます。

当組合においても、現在のマイナ保険証の利用率4％程度を、目標期日（最終期日：令和6年11月）までに50％以上に

引き上げる取り組みが求められており、改めて、令和6年12月の保険証廃止に向けて、加入する全被保険者、被扶養者に

対して、マイナ保険証の利用登録、医療機関における、マイナ保険証の利用率向上に向けて取り組んでいきます。

＜その他注意事項等＞

１．保険証廃止後、マイナ保険証保有者には、高齢受給者証、限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証、特定疾病療養

受療証は原則、交付しません。

２．「資格確認書」については、原則、保険証が使用可能な経過措置期間（1年間）は交付しません。

（マイナ保険証を保有しない者で、保険証の紛失等があった際は「資格確認書」を発行します。）

ご理解、ご協力を賜りますよう、お願いいたします。

資格情報のお知らせの

記載事項

氏名、被保険者記号、番号、枝番、保険者番号、保険者名称、資格取得年月日、交付年月日

※スマートフォンを所有している場合、マイナポータルにアクセスすることで、自身の被保険者資格情
報を確認
※当組合が開設している「マイヘルスウェブ」上で、被保険者資格情報を確認できる方向で検討中
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報告事項（5）

新規事業

提案事項 提案概要

（１）「第４期特定健康診査等実施計画」「第３期データヘルス計画」

① 歯科健診事業の対象者の拡充
2022年6月に閣議決定された「骨太の方針2022」より「国民皆歯科健診」の導入が検討

されていることから、組合で実施している無料歯科健診の対象者を、現在の「被保険者の
み」から「被保険者+被扶養者」に拡充して実施いたしたい。

② 子宮頸がん検査（単独検査）の導入

近年罹患者が急増し、国により20歳以上の女性に対し2年に1度の検査が推奨されている
「子宮頸がん検査」について、現在当組合の健診コースでカバーできていない20歳以上35
歳未満の女性加入員のうち、年度末年齢が偶数年齢の方を対象として、子宮頸がん検査
（単独検査）を実施いたしたい。

③ 若年層医療機関受診勧奨通知

現在、健診結果に基づく「要精密検査・治療」相当者への受診勧奨については、35歳以
上を対象に実施しているが、令和6年度からの「事業主健診の共同実施」に伴うコラボヘ
ルス事業の第一弾として、事業主に対して対象者リストを提供し、受診状況をフィード
バックするとともに、より若い30歳からを対象として実施いたしたい。

（２） 感染症対策

【新型コロナウイルスワクチン接種補助の新設】

新型コロナウイルス予防接種について、全額公費負担であった「臨時接種」から、令和
6年度からは自己負担の生ずる「定期接種・任意接種」に移行することに伴い、加入員の
感染・重症化予防、医療費適正化を目的として、組合によるワクチン接種費用への一部補
助を実施いたしたい。

（３） 保養施設の充実

当組合の保養施設については、国内契約保養所の充実を図っているが、コロナ禍におい
て利用できない状況が続いたため令和2年度末をもって解約をした海外保養施設（イリカ
イコンドミニアム）についても、令和6年度から保養所の充実策の一つとして選択肢に加
え再度実施することといたしたい。なお、利用が一部の方に偏ることのないよう、年1回
の利用制限を設けて実施いたしたい。

答申内容

新規事業の全５点について、提案どおりの内容を了とする。
（1）－①，（1）－②については、受診のメリット等をアピールする等、広報の仕方を工夫して実施すること。（1）－③については対
象年齢を25歳からとすることも検討されたい。（2）については、事業の実施は年度ごとに検討していくこと。（3）について年1回の利
用制限を設けることについては、利用が一定の方に偏ることなく、広く多くの方に利用していただくため必要な措置と考える。

◎令和６年度新規事業（案）

去る令和5年9月27日、当組合直営保養所 オレンジドームゆがわらにて「第15回 保健事業推進委員会」を開催し、事務局
より下記事項を提案し協議のうえ答申をいただき、11月13日の理事会にて承認を得ましたのでご報告いたします。

※詳細については別添資料3「第15回 保健事業推進委員会開催結果（答申）」をご参照ください。
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報告事項（6）

〇「法定健診受託契約書」返送状況

令和6年2月1日現在の状況

契約締結済 760社／782社 （97.2％）

残22社の状況
社内稟議中等 脱退予定

6 16

脱退予定の事業所を除く6社については、社内稟議中の理由を組合でも把握し、提出までの進捗管理を行っております。
年度内にはすべての事業所と契約書の締結が完了するよう努めてまいります。

〇「電機健保 電子配信システム」の導入について

令和5年８月3０日付で『令和6年度からの「事業主健診の共同実施」について』のご案内を全社宛に送付いたしました。
ご案内に同封しました「法定健診受託契約書」の返送状況（契約締結状況）についてご報告いたします。

令和5年12月21日付で『「事業主健診の共同実施」開始に伴う電子配信システムの導入について（システムへのログインの
お願い）』のご案内を全社宛に送付いたしました。電子配信システム導入に伴う今後のスケジュールについては次のとおり
となります。

令和6年2月～3月 ・郵送との並行稼働

4月 ・本格稼働（郵送による全事業所宛通知文書の郵送を廃止）
・「事業主健診の共同実施」開始

※なお、令和6年4月受診分の事業主健診結果（CSVデータ）の提供及び事業主負担額
の請求は、6月の配信となります。

今後 他の事業への順次拡大を推進

事業主健診の共同実施に伴う、事業主健診結果の提供及び事業主負担額の請求書については、電子配信システムより
配信いたします。また4月以降、当組合からの全事業所宛通知文書は「電機健保 電子配信システム」を利用して行います
ので、必ずログインのうえ利用準備をお願いいたします。

ログイン状況（令和6年2月1日現在） 693社／766社 （90.5％）
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第21回保険料率等検討委員会結果（答申）報告事項（7）

去る令和5年12月15日、当健保会館5階会議室にて「保険料率等検討委員会（委員長 高橋 誠 理事）」を開催し、事務局より
下記事項を説明、提案し協議を行いました。

一般勘定

１．健保組合を取り巻く情勢等
急速な高齢化、及び生産年齢人口の急減が見込まれる状況下での、高齢者拠出金及び
保険給付費の増高等に伴う健保組合への財政影響の見通しについて報告。

２．電機健保の財政面における現状と課題
３．令和5年度決算見込み

予算策定時に見込んでいたコロナ禍等の影響による報酬総額の落ち込みがなく、堅調
な伸びを示したことなど、令和5年度決算見込みを報告。

４．高齢者拠出金の推移状況と見通し
５．保険給付費の推移状況
６．大規模事業所脱退による財政影響（試算）
７．令和6年度予算（試算）
８．今後10年間の準備金残高・保有率の推移予測

団塊世代の後期高齢者移行及び制度改正に伴う高齢者拠出金の急増見通し、コロナ禍
前の水準を上回り推移している医療費の状況、並びに大規模事業所脱退に伴う組合財
政への影響（試算）を報告の上、令和6年度予算（試算）を説明。併せて、当組合及び
協会けんぽにおける今後10年間の準備金残高・保有率の推移予測について説明。

９．令和6年度の一般保険料率設定に係る事務局案 上記情勢や現況等を踏まえた令和6年度一般保険料率の事務局案を提案。

介護勘定

１．介護保険制度を取り巻く情勢等
要介護認定者数及び介護サービス利用者数の著しい増加により、支え手側の保険料負
担が過重となっている状況を報告。併せて、介護給付費及び介護納付金が右肩上がり
に増加している情勢、並びに介護概算納付金及び精算額の推移等について報告。

２．決算見込等に係る基礎数値の見込
３．令和5年度決算見込み

一般勘定と同様、収入の基盤となる平均標準報酬月額及び平均標準賞与額が堅調な伸
びを示したことなど、令和5年度決算見込みを報告。

４．令和6年度予算（試算）
５．令和7年度精算額のシミュレーション

料率を維持した場合、並びに引き下げた場合の令和6年度末準備金残高及び保有率の
状況について説明。併せて、令和7年度精算額（令和5年度分）のシミュレーション、
並びに直近での均衡保険料率を説明の上、令和6年度予算（試算）を説明。

６．令和6年度の介護保険料率設定に係る事務局案 上記情勢や現況等を踏まえた令和6年度介護保険料率の事務局案を提案。

上記報告、提案を受け検討した結果、下記事務局案が承認され決定されました。なお、適切な時期及びタイミングでの保険
料率の引き上げを検討していくことが、付帯決議として決定されました。

答申内容
一般勘定 保険料率設定 令和6（2024）年度は 95‰に据え置き

介護勘定 保険料率設定 令和6（2024）年度は 18.5‰から18‰に引き下げ

※詳細については別添資料4「保険料率設定に係る保険料率等検討委員会の検討結果」をご参照ください。
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報告事項（8）－ ①
（理事長専決事項）

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法の特例に関する法律（電子帳簿保存法）の一部改正に伴い、

組合規程「電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程」を新設する。

該 当 条 文 内 容 新設年月日

⦿ 電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程 新設

全 条
電子取引の範囲、データの保存、並びに訂正及び削除の原則禁止等につ
いて規定する。

令和6年1月1日
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旧新
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旧新
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報告事項（8）－ ②
（理事長専決事項）

【 名 称 変 更 】

変　　　　更　　　　後 変　　　　更　　　　前 変　更　年　月　日

Ｋ ａ ｕ Ｕ Ｐ 株 式 会 社 株 式 会 社 イ マ コ ー ル 令 和 4 年 6 月 1 日

イ ノ テ ッ ク ス ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 株 式 会 社 カ イ ン ド ビ ジ ネ ス 令 和 5 年 10 月 1 日

事 業 所 数 4 社

ク ラ リ オ ン ラ イ フ サ イ ク ル ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 ク ラ リ オ ン セ ー ル ス ア ン ド マ ー ケ テ ィ ン グ 株 式 会 社 令 和 5 年 6 月 1 日

ラ オ ッ ク ス ・ グ ロ ー バ ル リ テ ー リ ン グ 株 式 会 社 ラ オ ッ ク ス ・ ト レ ー デ ィ ン グ 株 式 会 社 令 和 5 年 7 月 1 日

令 和 5 年 9月 21日

削 除 年 月 日

令 和 5 年 6月 21日

509
親会社加入の健保へ

編 入 の た め 脱 退
令 和 5 年 10月 1日

株 式 会 社 テ ス コ ム リ ン ク 東 京 都 品 川 区 西 五 反 田 ５ － ５ － ７ 吉 田 学 介 0 会 社 合 併 令 和 5 年 9月 21日

ＲＥＩＮＯＷＡホールディングス株式会社 神 奈 川 県 大 和 市 中 央 林 間 ７ － １ ０ － １ 髙 田 克 美

【 削 除 事 業 所 】

事 業 所 名 称 所 在 地 代 表 者

株 式 会 社 テ ィ ー エ ス シ ー 東 京 都 品 川 区 西 五 反 田 ５ － ５ － ７ 葉 田 順 治 0 会 社 合 併

人数 事　　　由

株 式 会 社 ト ラ イ タ ー ム 栃 木 県 宇 都 宮 市 平 出 工 業 団 地 ２ １ － ５ 菅 正 彦 10
新会社設立のため

事 業 譲 渡

ビークルエナジージャパン株式会社 茨 城 県 ひ た ち な か 市 稲 田 １ ４ １ ０ 池 内 弘

2 会 社 解 散 令 和 5 年 10月 1日

Ｆ Ｃ Ｎ Ｔ 株 式 会 社 神 奈 川 県 大 和 市 中 央 林 間 ７ － １ ０ － １ 田 中 典 尚 185 事 業 譲 渡 令 和 5 年 10月 1日

事　　　由 加 入 年 月 日

株式会社トライタームメディカルテック 栃 木 県 宇 都 宮 市 平 出 工 業 団 地 ２ １ － ５ 菅 正 彦 10 新 規 適 用 令 和 5 年 6月 21日

事 業 所 数 6 社 被 保 険 者 数 706 名

【 加 入 事 業 所 】

事 業 所 名 称 所 在 地 代 表 者 人数

令 和 6 年 1 月 1 日

株 式 会 社 ラ イ ト 電 業 総 本 社 岡 山 県 岡 山 市 南 区 芳 泉 ２ － ２ － ３ ２ 岡 本 典 久 14 新 規 適 用 令和5年10月16日

ラオックス・トレーディング株式会社 東 京 都 港 区 虎 ノ 門 ４ － ３ － １ 杜 鵬 7 新 規 適 用 令 和 5 年 8 月 1 日

事 業 所 数 4 社 被 保 険 者 数 58 名

加 賀 エ ア ロ シ ス テ ム 株 式 会 社 和 歌 山 県 西 牟 婁 郡 白 浜 町 ２ ９ ２ ６ 杉 本 正 司 27 加 入 促 進
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事 業 所 数 19 社

東京都中央区日本橋堀留町１－６－５ 東 京 都 港 区 東 新 橋 １ － ３ － １ 日 本 ブ イ ・ テ イ ・ ア ー ル 株 式 会 社 令 和 5 年 10 月 16 日

東 京 都 港 区 三 田 ３ － ５ － １ ９ 東 京 都 港 区 三 田 ３ － ５ － ２ ７ エ レ マ テ ッ ク 株 式 会 社 令 和 5 年 10 月 30 日

東 京 都 文 京 区 湯 島 ３ － ９ － １ １ 東 京 都 文 京 区 湯 島 ２ － １ － １ ０ エ ヌ テ ィ エ ス 株 式 会 社 令 和 5 年 9 月 26 日

東京都練馬区春日町４－３７－１０ 東 京 都 北 区 豊 島 １ － ５ － １ 東 京 エ レ ク 総 業 株 式 会 社 令 和 5 年 10 月 2 日

東京都世田谷区駒沢１－１６－７ 東京都町田市南町田５－３－６５ 天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 令 和 5 年 8 月 17 日

福井県敦賀市舞崎町２－５－２４ 福井県敦賀市市野々町１－３５０ 谷 口 電 気 株 式 会 社 令 和 5 年 9 月 1 日

東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 ７ － ５ － ６ 東京都台東区上野５－１４－１２ 未 来 Ｂ 計 画 株 式 会 社 令 和 5 年 7 月 28 日

東 京 都 港 区 芝 １ － １ １ － １ １ 東 京 都 港 区 芝 １ － ７ － １ ７ 株 式 会 社 ホ タ ル ク ス 令 和 5 年 8 月 7 日

東 京 都 港 区 虎 ノ 門 ４ － ３ － １ 東 京 都 港 区 芝 公 園 ２ － １ １ － １ ラオックス・グローバルリテーリング株式会社 令 和 5 年 7 月 1 日

東 京 都 国 分 寺 市 戸 倉 １ － ２ － ２ 東京都国分寺市東恋ケ窪２－３５－２８ 株 式 会 社 リ ン ク 令 和 5 年 7 月 14 日

東京都千代田区神田須田町１－２５ 東 京 都 北 区 滝 野 川 ７ － ５ － １ １ 株 式 会 社 ヨ コ オ 令 和 5 年 6 月 28 日

神奈川県大和市中央林間７－１０－１ 東 京 都 港 区 芝 ４ － １ ３ － ３ Ｒ Ｅ Ｉ Ｎ Ｏ Ｗ Ａ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株式 会社 令 和 5 年 6 月 30 日

京都府向日市森本町東ノ口１－１ 京 都 府 長 岡 京 市 神 足 寺 田 １ ニ デ ッ ク ド ラ イ ブ テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社 令 和 5 年 6 月 22 日

東 京 都 港 区 虎 ノ 門 ４ － ３ － １ 東 京 都 港 区 芝 公 園 ２ － １ １ － １ ラ オ ッ ク ス ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 令 和 5 年 6 月 26 日

東 京 都 文 京 区 本 郷 ３ － １ ３ － ２ 東京都千代田区外神田４－１２－６ 富 士 電 業 株 式 会 社 令 和 5 年 5 月 24 日

東 京 都 港 区 赤 坂 ４ － ５ － ２ １ 東 京 都 墨 田 区 石 原 ３ － ２ － ３ 株 式 会 社 玉 光 堂 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 令 和 5 年 6 月 21 日

東 京 都 港 区 西 新 橋 １ － １ ５ － ５ 東 京 都 港 区 西 新 橋 １ － １ ７ － ４ 株 式 会 社 ク ロ ス チ ェ ッ ク 令 和 5 年 4 月 17 日

東 京 都 渋 谷 区 神 南 １ － ５ － ６ 東 京 都 渋 谷 区 神 南 １ － １ ０ － ６ 株式会社アマダナスポーツエンタテインメント 令 和 5 年 5 月 20 日

変　　　更　　　後 変　　　更　　　前 名　　　　　　　　　称 変　更　年　月　日

東 京 都 新 宿 区 四 谷 １ － ８ － ８ 鹿児島県鹿児島市上之園町１５－１０ Ｋ ａ ｕ Ｕ Ｐ 株 式 会 社 令 和 4 年 6 月 20 日

【 所 在 地 変 更 】
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令和6年度新規保健事業（案） 議案第1号

①歯科健診事業の対象者の拡充

当組合では2019年4月より㈱歯科健診センターと契約し、被保険者を対象に「無料歯科健診」を実施しており
ます。

2022年6月に閣議決定された「骨太の方針2022」より、全国民に歯科健診を受ける機会を提供する「国民皆歯
科健診」の導入に向けた検討が開始され、2023年の骨太の方針にも国民皆歯科健診に向けた取組の推進が盛り込
まれております。

当組合においても国の動きに先駆け、全ての加入員に対し通院型の無料歯科健診の受診機会を提供することで、
様々な全身疾患の要因となる歯周病の予防・治療に繋げていくことを目的として、無料歯科健診の対象者を被扶
養者にも拡大して実施いたしたい。

健診事業委託内容 対象者 受診者負担額 受診申込方法

通院型
①一般歯科健診
②歯科矯正相談
③審美歯科相談
④インプラント治療相談

【現在】
被保険者のみ

↓
【拡充案】

被保険者＋被扶養者

無料

㈱歯科健診センターのホームページより
受診予約

［ 全国の1,725の歯科医院と提携 ］
（※令和5年12月末現在）

去る令和5年9月27日に開催しました「第15回 保健事業推進委員会」にて事務局より提案し、協議のうえ答申を
いただいた事項について、11月13日の理事会にて承認を得ましたので、下記のとおりご提案いたします。
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子宮頸がんについては、近年20代から30代の女性に罹患者が急増しており、国により20歳以上に対し2年に1度

の検査が推奨されております。

当組合においても女性特有の健康課題への取組みとして、現在組合の健診で婦人科検査の含まれていない20歳

以上35歳未満の女性被保険者及び被扶養者のうち、年度末時の年齢が偶数年齢の方を対象として、子宮頸がん検

査（単独検査）を実施いたしたい。

②子宮頚がん検査（単独検査）の導入

実 施 方 法 単独検査の可能な健診機関と委託契約を締結のうえ実施する。

対 象 者
女性被保険者 及び 女性被扶養者

［年齢］20歳以上35歳未満 （年度末において偶数年齢の方）

受診者負担額 1,000円（税込）

③若年層医療機関受診勧奨通知

現在、健診結果に基づく「要精密検査・治療」相当者への受診勧奨については、35歳以上を対象に実施してい

ますが、令和６年度より実施する「事業主健診の共同実施」において、全世代の被保険者の健診結果について事

業主との共同利用が可能となることから、コラボヘルス事業の第一弾として、事業主に対して対象者リストを提

供し、医療機関受診状況をフィードバックするとともに、これまで対象外であった若年層のうち、25歳～34歳も

対象とすることで、重症化の予防・医療費適正化を目的とした若年層医療機関受診勧奨通知を実施いたしたい。

実 施 方 法
・対象者に対して医療機関受診勧奨通知を送付する。
・併せて事業主宛に対象者の一覧を提供する。
・受診勧奨後、レセプトより確認した医療機関受診状況を事業主へフィードバックを行う。

対 象 者 25歳～34歳の被保険者（現在の「35歳以上」に加えて実施）
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④新型コロナウイルス予防接種補助

新型コロナウイルスワクチン接種について、令和6年度より、全額公費負担であった「臨時接種」から自己負担
のある「定期接種・任意接種」へ移行いたしますが、新たな変異株の出現や感染者の増加傾向も再びみられており、
ワクチン接種による加入員の感染・重症化予防、医療費適正化を目的として、組合による接種費用への一部補助を
実施いたしたい。

対象者 補助回数 補助額 実施方法

被保険者

及び

被扶養者

年度内 1回 1,000円

インフルエンザ予防接種補助金と同様、事業所取りまとめによる補助

金申請の方法により実施する（マイヘルスウェブからの補助金申請の

方法による。）

⑤保養施設の充実

当組合の直営保養所について、施設老朽化に伴う今後の維持費用等の高騰を見据え、令和元年度末に「洛北荘」
令和3年度末に「強羅グリーンハイツ」を閉鎖した一方、広く皆が利用しやすい保養施設として国内契約保養所の
充実を図ってまいりました。引き続き国内契約保養施設の充実を図っていくことと併せ、通常より安価で利用でき
る海外保養施設（イリカイコンドミニアム）についても、多くの加入員に国内旅行とは一線を画す「非日常のリフ
レッシュ」を提供することを目的として、実施いたしたい。

実施方法 インケアハワイ（株）との施設借上げ契約

施設名 イリカイコンドミニアム

利用コース

Aコース 金曜日出発～火曜日帰着 【3泊5日】
Bコース 月曜日出発～土曜日帰着 【4泊6日】

月曜日出発～火曜日帰着
Cコース あるいは 【7泊9日】

金曜日出発～土曜日帰着

部屋数 2室

部屋タイプ

1LDK（約50㎡）
1室あたり定員：3名

※添寝可能な御子様の場合、
大人2名子供2名での利用
も可能です。

利用者負担
被保険者・被扶養者 ： 5,000円/1泊
その他の方（同行者)  ： 7,000円/1泊

その他
ファミリー層にも利用していただける格安の利用料金となっているため、利用が一定の方に偏るこ

となく多くの人に利用していただけるよう、年１回の利用制限を設けることとする。



－30－

組合規程の新設及び一部改正（案）議案第2号

令和6年4月から「子宮頸がん検査」「新型コロナウイルス予防接種補助金」を新規事業として実施すること、及び歯科健
診の対象者を被扶養者に拡充することに伴い、所定の規程の一部を改正する。また、イリカイコンドミニアムの借上げ契約
に伴い、利用規程を新設する。

該 当 条 文 内 容 改正・新設年月日

⦿ 健康診査等実施規程 改正

第4条 ・「子宮頸がん検査」の新設に伴う修正

令和6年4月1日別表（１）
・「子宮頸がん検査」の新設に伴う修正
・「歯科健診」の対象者拡充に伴う修正

別表（２） ・「子宮頸がん検査」の新設に伴う修正

⦿ 健康増進事業にかかる補助金支給規程 改正

別表 ・「新型コロナウイルス予防接種補助金」の新設に伴う修正 令和6年4月1日

⦿ 東京都電機健康保険組合保養所イリカイ利用規程 新設

全条
・ハワイ保養施設（イリカイコンドミニアム）の利用方法について規定
する。

令和6年4月1日
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旧新
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新 旧
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新 旧
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新 旧
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新 旧
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新 旧
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新 旧
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削除事業所による組合規約の一部改正（案） 議案第3号

小 部 博 志 2,575
ニデックインスツルメンツ

健 保 へ 編 入 の た め 脱 退

【 削 除 事 業 所 】

事 業 所 名 称 所 在 地 代 表 者 人数 削 除 年 月 日

令和6年4月 1日

事　　　由

〃

ニデックドライブテクノロジー株式会社 京 都 府 向 日 市 森 本 町 東 ノ 口 １ － １ 島 野 光 次 606 〃 〃

ニデックグローバルサービス株式会社 京 都 府 京 都 市 南 区 久 世 殿 城 町 ３ ３ ８ 郡 司 義 美 47 〃

ニ デ ッ ク 株 式 会 社 京 都 府 京 都 市 南 区 久 世 殿 城 町 ３ ３ ８

〃

ニデックアドバンステクノロジー株式会社 京 都 府 向 日 市 森 本 町 東 ノ 口 １ － １ 山 崎 秀 和 354 〃 〃

ニデックアドバンスドモータ長野株式会社 長 野 県 安 曇 野 市 穂 高 北 穂 高 ３ ４ １ － １ 大 倉 博 59 〃

〃 〃

ニデックアドバンスドモータ株式会社 群 馬 県 桐 生 市 相 生 町 ３ － ９ ３ 毛 利 雅 之 330 〃 〃

ニデックパワートレインシステムズ株式会社 神 奈 川 県 座 間 市 相 武 台 ２ － ２ ４ － １ 金 子 晃 525

〃 〃

北 野 一 彦 11

事 業 所 数 12 社 被 保 険 者 数 6,302 名

ニ デ ッ ク モ ビ リ テ ィ 株 式 会 社 愛 知 県 小 牧 市 大 草 年 上 坂 ６ ３ ６ ８ 和 田 克 弘 622

ニ デ ッ ク テ ク ノ モ ー タ 株 式 会 社 福 井 県 小 浜 市 遠 敷 ３ ６ 号 １ － １ 廣 部 俊 彦 689

ニデックアドバンスプローブ株式会社 京 都 府 向 日 市 森 本 町 東 ノ 口 １ － １ 〃 〃

ニ デ ッ ク マ シ ナ リ ー 株 式 会 社 鳥 取 県 鳥 取 市 千 代 水 １ － ３ ２ － ２ 塩 澤 致 54 〃 〃

〃 〃

ニ デ ッ ク エ レ シ ス 株 式 会 社 神 奈 川 県 川 崎 市 幸 区 新 川 崎 ２ － ８ 古 橋 崇 430 〃 〃
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滞納事業所における健康保険料等の不納欠損処分（案）議案第4号

当組合では、健康保険料等徴収の重要性や負担の公平性を確保するため「滞納整理事務取扱要領」に基づき、健康保険料等納付を履

行しない事業所への対応を、着実に進めてきているところでございます。

下記事業所は、再生可能エネルギー電力発電設備等を販売していましたが、長引く景気の低迷やコスト高からの売り上げの伸び悩み

等で行き詰まり、平成30年3月分～平成30年7月分までの健康保険料等が滞納状態となり、その後、所管の年金事務所により当該事業

所の実態が調査され、平成30年8月27日に認定全喪の処理がされました。

当組合では、唯一可能な継続収入の債権を差押執行し毎月取立てを行っておりましたが、売掛金等債権の財産が皆無となり、取立て

が不可能となったことから、国税徴収法第153条第1項に基づく滞納処分の執行停止及び差押解除を行い、本年2月1日をもって健康保

険法第193条第1項の徴収権の時効によりこの債権が消滅いたしました。

よって、当該事業所の健康保険料等債権（収納未済額）は、歳入徴収官事務規程第27条第1項に基づき不納欠損処分といたしたい。

１．対象事業所

事業所記号 事業所名称 所在地 全喪年月日

1324 株式会社サンライフ興業
北海道札幌市白石区本郷通七丁目北

4-7パレス日成27-101
平成30年8月27日

２．収納未済額・不納欠損額

収納未済月

収納未済額

不納欠損額

一般保険料 調整保険料 介護保険料 延滞金 合計

平成30年3月～平成30年7月 1,600,672 25,896 30,400 0 1,656,968 1,656,968

（単位：円）
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介護保険料率の引き下げ及び組合規約の一部改正（案） 議案第5号

1. 介護保険料率の引き下げ

厚生労働省から告示された諸係数（見込値）により算出された令和6年度介護納付金を賄うための保険料率については、

令和5年度末の準備金保有額及び保有率（見込）、直近での実質的な均衡保険料率、並びに令和7年度に納付金追徴精算が

想定されること等を総合的に勘案した結果「18‰」と試算されましたので、以下のとおり介護保険料率を改正いたしたい。

介護保険料率

現行 改正

被保険者 9.25/1,000 9/1,000

事業主 9.25/1,000 9/1,000

合計 18.5/1,000 18/1,000

2. 組合規約の一部改正

上記、介護保険料率の改正に伴い、以下の新旧条文対照表のとおり組合規約を一部改正いたしたい。
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令和6年度事業計画（案）議案第6号

健保組合財政を取り巻く状況は、2025年問題を翌年に控え、加速度的に進行する高齢化のもと増加し続ける高齢者納付金に加え、
医療の高度化、高額薬剤の保険適用等による医療費の増嵩により、引き続き大変厳しい状況下にあります。

このような中、令和6年度事業計画においては、円滑な事業運営並びに健全な財政運営に資するため、適用、保険給付及び保健事
業といった基幹業務を効率的に推進し、保険者機能を効果的に発揮できる事業運営方針・事業計画を策定いたします。

主な重点施策

総
務
部

１．円滑な事業・財政運営

１）「協会けんぽ」を意識した中長期的な財政運営
２）保険証廃止・マイナンバーカードとの一体化
３）第4期特定健康診査等実施計画・第3期データヘルス

計画の推進
４）ICT化推進・事業継続体制整備からの事業サービスの

提供

５）保険者機能を維持した上でのコスト削減を意識した
事業の見直しの検討

６）費用対効果を踏まえたコスト削減等
７）広報活動の充実

２．理事会・組合会・各種
委員会

１）理事会を年4回開催 ２）組合会を年2回開催 ３）各種委員会の開催

３．情報セキュリティ対策・
個人情報保護・コンプ
ライアンスの確保

１）個人情報保護の徹底・強固な情報セキュリティシステ
ムの構築

２）個人情報漏えいに対する取り扱いの遵守・適切な運用

３）個人情報保護委員会・研修会の開催
４）不祥事の防止・コンプライアンス確保のための適正な

事務処理体制の確立

業
務
部

１．適用・徴収関係

１）標準報酬の適正化
２）電子申請・電子決裁による効率的で正確性の高い

事務処理の推進
３）賞与支払届未提出の防止
４）被扶養者資格の適正化
５）優良な事業所の加入促進強化
６）マイナンバーカードと保険証の一体化および保険証の

廃止に係る円滑な制度対応

７）算定基礎届に関する事務処理計画の策定
８）健康保険料の徴収対策
９）被保険者証の未回収の対応
10）短時間労働者の適用拡大（50人超の事業所）に伴う

周知・広報の強化
11）被保険者及び被扶養者の適切な住所管理
12）お客様サービスの向上

２．給付関係

１）現金給付の適正化の推進
２）医療費の適正化の推進
３）無資格受診等の返納金回収の強化
４）医療費明細のお知らせ・ジェネリック医薬品使用

促進・リフィル処方箋の使用促進
５）あんま・マッサージ・鍼・灸療養費の適正化の推進

６）柔道整復師療養費の適正化の推進
７）限度額適用認定証の適正利用
８）「第三者行為による傷病届」の求償の強化
９）公金受取口座の円滑な実施
10）お客様サービスの向上

保
健
事
業
部

１．第3期データヘルス計画・
第4期特定健康診査等実施
計画

１）第3期データヘルス計画・第4期特定健康診査等実施
計画の着実な実施・評価

２）特定健診・特定保健指導・がん検診・歯科健診等、
疾病予防

３）事業主とのコラボヘルス・健康企業宣言・健康スコア
リングレポート

４）広報活動の強化
５）健康推進の取組み

２．体育奨励・保養施設事業 １）体育奨励関係 ２）保養所関係
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令和6年度予算（案） 議案第7号

収　　　　　　入

一 般 勘 定 千円

介 護 勘 定 千円

合 計 千円

支　　　　　　出

一 般 勘 定 千円

介 護 勘 定 千円

合 計 千円

７，７３０，９２６

７０，３４６，０１８

６２，６１５，０９２

７，７３０，９２６

７０，３４６，０１８

６２，６１５，０９２
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令和6年度 予算概要表（一般勘定）
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【2.収入内訳】 設定保険料率：95‰

(1) 57,344,015 千円 59,040,830 千円 △ 1,696,815 千円 97.1 ％

95 ‰ 95 ‰ 0 ‰

562,196 円 543,154 円 19,042 円 103.5 ％

(2) 3,335,720 千円 1,845,796 千円 1,489,924 千円

(3) 1,177,101 千円 56,390 千円 1,120,711 千円 2,087.4 ％

1,104,820 千円 千円 千円

千円 千円 千円

72,281 千円 56,390 千円 15,891 千円 128.2 ％

千円 千円 千円

(4) 758,256 千円 472,525 千円 285,731 千円 160.5 ％

(5) 62,615,092 千円 61,415,541 千円 1,199,551 千円 102.0 ％

(6) 57,065,851 千円 58,371,242 千円 △ 1,305,391 千円 97.8 ％

(準 備金 限度 内部 分繰 入 )

( 退 職 積 立 金 繰 入 )

( 別 途 積 立 金 繰 入 )

そ の 他 の 収 入

収 入 合 計

経 常 収 入 合 計

保険料収入 (調整保険料を含む)

( 料 率 )

(被 保険 者一 人当 たり 額 )

繰 越 金

繰 入 金

(準 備金 限度 外部 分繰 入 )

項 目 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度 増 減 前 年 比

【経常収入】

経常収入 57,065,851千円 ＝ 収入合計62,615,092千円 － { 調整保険料788,359千円 ＋ 繰越金3,335,720千円

＋ 準備金繰入1,104,820千円 ＋ 国庫補助金収入（特定健康診査・保健指導補助金除く）5千円

＋ 財政調整事業交付金310,000千円 ＋ 不用財産等売払代2千円 ＋ 補助金等追加収入10,335千円 }
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【3.支出内訳】

(1) 事 務 費 792,606 千円 756,618 千円 35,988 千円 104.8 ％

7,771 円 6,961 円 810 円 111.6 ％

(2) 保 険 給 付 費 29,981,780 千円 30,229,590 千円 △ 247,810 千円 99.2 ％

293,939 円 278,101 円 15,838 円 105.7 ％

(3) 納 付 金 等 26,516,864 千円 25,107,438 千円 1,409,426 千円 105.6 ％

12,554,166 千円 10,121,285 千円 2,432,881 千円 124.0 ％

13,962,617 千円 14,985,950 千円 △ 1,023,333 千円 93.2 ％

6 千円 19 千円 △ 13 千円 31.6 ％

1 千円 1 千円 0 千円 100.0 ％

73 千円 183 千円 △ 110 千円 39.9 ％

1 千円 0 千円 1 千円 - ％

259,969 円 230,979 円 28,990 円 112.6 ％

(4) 3,415,813 千円 3,399,586 千円 16,227 千円 100.5 ％

33,488 円 31,275 円 2,213 円 107.1 ％

(5) 68,972 千円 58,995 千円 9,977 千円 116.9 ％

(6) 839,057 千円 863,314 千円 △ 24,257 千円 97.2 ％

(7) 1,000,000 千円 1,000,000 千円 0 千円 100.0 ％

(8) 62,615,092 千円 61,415,541 千円 1,199,551 千円 102.0 ％

(9) 60,757,687 千円 59,544,889 千円 1,212,798 千円 102.0 ％

(10) △ 3,691,836 千円 △ 1,173,647 千円 △ 2,518,189 千円

支 出 合 計

経 常 支 出 合 計

経 常 収 支 差 引 額

(被 保険 者一 人当 たり 額 )

保 健 事 業 費

(被 保険 者一 人当 たり 額 )

営 繕 費

そ の 他 の 支 出

予 備 費

(被 保険 者一 人当 たり 額 )

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

病 床 転 換 支 援 金

日 雇 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

流 行 初 期 医 療 確 保 拠 出 金

項 目 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度 増 減 前 年 比

(被 保険 者一 人当 たり 額 )

【経常支出】

経常支出 60,757,687千円 ＝ 支出合計62,615,092千円 － { 還付金（調整保険料分）73千円 ＋ 営繕費68,972千円

＋ 財政調整事業拠出金788,359千円 ＋ 雑支出（補助金等返還金支出）1千円 ＋ 予備費1,000,000千円 }
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令和6年度 予算概要表（介護勘定）
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【2.収入内訳】 設定保険料率：18.0‰

(1) 7,461,115 千円 7,474,636 千円 △ 13,521 千円 99.8 ％

18.0 ‰ 18.5 ‰ △ 0.5 ‰

121,122 円 121,341 円 △ 219 円 99.8 ％

(2) 269,760 千円 537,926 千円 △ 268,166 千円 50.1 ％

(3) 千円 千円 千円

(4) 51 千円 42 千円 9 千円 121.4 ％

（5） 7,730,926 千円 8,012,604 千円 △ 281,678 千円 96.5 ％

【3.支出内訳】

(1) 7,530,234 千円 7,811,584 千円 △ 281,350 千円 96.4 ％

122,244 円 126,811 円 △ 4,567 円 96.4 ％

(2) 692 千円 1,020 千円 △ 328 千円 67.8 ％

(3) 200,000 千円 200,000 千円 0 千円 100.0 ％

(4) 7,730,926 千円 8,012,604 千円 △ 281,678 千円 96.5 ％

介 護 納 付 金

増 減 前 年 比

前 年 比

そ の 他 の 収 入

( 料 率 )

収 入 合 計

( 被 保 険 者 一 人 当 た り 額 )

令 和 6 年 度

項 目 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度

予 備 費

支 出 合 計

介 護 保 険 収 入

繰 越 金

項 目 増 減令 和 5 年 度

繰 入 金

( 被 保 険 者 一 人 当 た り 額 )

介 護 保 険 料 還 付 金



令和6年度 理事会・組合会等開催日程予定

理事会・組合会

令和 6 年 5 月20日（月） 15時 理事会 場所：健保会館

令和 6 年 7 月 8 日（月） 15時 理事会・組合会 場所：東天紅上野店

令和 6 年11月11日（月） 15時 理事会 場所：健保会館

令和 7 年 2 月 3 日（月） 15時 理事会 場所：健保会館

令和 7 年 2 月10日（月） 15時 組合会 場所：健保会館

健康管理委員講演会

令和 6 年 9 月17日（火） 15時 場所：東京ガーデンパレス

各種委員会

令和 6 年 4 月 代表健康管理委員会

令和 6 年10月 保健事業推進委員会

令和 6 年12月（令和7年1月） 保険料率等検討委員会
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その他


